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【発表概要】 

アジア新興国において、特許庁が公開している情報が原語で記載されている場合

は、言語の障壁がその国の特許調査を困難にしており、このような場合は、IPC などの

特許分類を用いて検索する方法が提案されている。しかしながら、各国の特許庁で技

術内容に応じた分類が適切に付与されているかどうかは検証する必要がある。IPC 付

与の正確度の検証の一つの手段として、世界知的所有権機関（WIPO）の公開してい

る IPCCAT （ Categorization Assistant in the International Patent 
Classification ）という分類ツールを用い、要約等を入力して得られる IPC と、出願国

の特許庁が付与した IPC とを比較し、各国の IPC 付与の実態を調査した。IPCCAT
による分類との一致の度合いは国により差があるが、分野によっても異なることが明ら

かになった。また、日本に優先権出願した特許について、元の出願国特許庁が付与し

た IPC と日本国特許庁が付与した IPC を比較すると、日本の方が IPCCAT による分

類に近い傾向があることがわかった。 
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1. はじめに 
海外の特許調査は言語の障壁もあり、

日本国内の特許調査とは異なる困難が

ともなう。そのため、アジア新興国の特許

調査手法に関してこれまでさまざまな方

法が提案されてきている。特に各国特許

庁の公開する情報が原語で記載されて

いる場合は IPC（国際特許分類）などの

特許分類を使用することが重要となる。

しかしながら、IPC を検索の手段として

使う以上、各国特許庁が付与した IPC
がその特許の発明主題に対して適切に

与えられているかどうかは検証すべき課

題である。 
これまでにも、例えば中国の特許庁に

よる IPC の付与が日本 FI の分類付与と

の比較により分類情報の精度を調査した

報告[1] や、パテントファミリーで日本出

願がある特許を対象に、元出願国と日本

国特許庁で付与された IPC を比較した

報告[2] などがある。今回は、世界知的

所有権機関（WIPO）が公開している

IPCCAT （ Categorization Assistant 
in the International Patent 
Classification）という分類ツールを用い、

要約あるいは請求項を入力して提示さ

れる IPC と出願国の特許庁が付与した

IPC を比較することにより、技術水準や

文化の違いなどから生じる各国の IPC
付与の実態を調査した。 
 
2. IPCCAT 

WIPO の提供するこのツールは、テキ

ストを所定の欄に入力するか、あるいは

文書を指定することで、その内容の技術

カテゴリーに近い IPC を提示するもので

ある [3]。出力は、Class、SubClass、

MainGroupの３レベルを選択でき、また、

３個あるいは５個の IPC を選択できる。 
入力するテキストは発明主題を的確に

表している内容にすべきである。請求項

に記載された技術キーワード全部に

IPC が付与されるわけではない[4] ので

必ずしも請求項全文を入力しても適切な

IPC が間違いなく得られるとは限らない。

そこで、アジア新興国を対象にした調査

に入る前の段階として、WIPO のサイト

で検索した 2015 年 8 月 6 日公開の米

国特許80件を対象に、要約（Abstract）、

請求項第 1 項（Claim）を入力した場合

の IPCCAT による分類（MainGroup レ

ベルを３個）と実際に付与された IPC を

比較した。なお、技術分野が偏らないよ

う、Section の A から H まで各 10 件ず

つ抽出した。双方の IPC が一致するレ

ベルは、MainGroup（以下 Group と称

する）から Section、さらに全く一致しな

いものまでを５段階に分けた。表１に例と

して示したように、複数の IPC が付与さ

れている場合は、IPCCATで提示された

３個のいずれか最も近い分類を一致レ

ベルとした。一段目の Group の一致レ

ベルの例では、提示された IPC の３個の

う ち 、 ”A61N5/00” が 元 IPC
の ”A61N5/10” とは”A61N5”まで一致

しているので、一致レベルは”Group”と
した。なお、IPACAT は３個表示する設

定としたが、表１の一部では省略してい

る。 
このように一致レベルを収集した結果 
 
 
表１ 各 IPC の一致レベルの分類例 

レベル IPC IPCCAT

Group A61N5/10
H01L21/00
A61N5/00
G01N15/00

Sub-Class A01N43/90 A01N37/00

Class A23L1/29
A61Q19/00
A23N1/00

Section
A24F47/00
B23K26/20

G03C7/00
B65D83/00

一致せず A21D10/04
C08J5/00
G02B5/00
C08L1/00  



 

を、入力テキストが要約と請求項第 1 項

で比較した。その結果を図１に示す。要

約と請求項で大きな差は見られないが、

要約の方がやや一致度が高い。いずれ

の場合でも Group レベルで高々7 割弱

の一致で、約１割が Section のみの一致

となっている。この結果から、アジア新興

国の調査では、要約を入力テキストとし

て扱うことにした。 
 
3. アジア各国特許の IPC 

次にアジア各国特許庁で付与される

IPC と IPCCAT で提示される IPC の一

致の程度を前章と同じような方法で調べ

た。ただし、特許庁の提供する情報が英

語で記載されているインド(IN)、シンガ

ポール(SG)、マレーシア(MY)に限り、イ

ンドは 2010 年出願特許、他は 2014~15
年公開特許を対象とし、出願人、発明者

が自国であるものを 80 件抽出した。 な

お、80 件のうち各 Section を 10 件ずつ

抽出するよう試みた。ただし、シンガポー 
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図１ 米国特許を対象にした IPC の一致レベル 
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図２ アジア各国特許を対象にした IPC の一致レベル 

ルとマレーシアでは D～F の Section の

数が極端に少ないため、調査対象の件

数も少なくなっている。なお、入力テキス

トとしての要約は、インド特許意匠商標

総局の特許検索サイトである InPass [5]、
マレーシア特許庁のオンライン検索[6]、
シンガポール特許庁のサイト[7]に記載

のものを用いた。ただし、一部のシンガ

ポール特許は Espacenet[8]に記載され

ているものを用いた。これらの要約を

IPCCAT に入力し、Group レベルで３個

出力して各国特許庁付与の IPC と比較

した。一致レベルの結果を図２に示す。 
インドおよびマレーシアの出願特許は

IPCCAT で提示される分類と特許庁が

付与した IPC との一致度は高くなく、シ

ンガポールは先に調べた米国特許の結

果よりも上回っている。 
より詳細な解析を行うため、各国特許

の一致の実態を Section の分野ごとに

分けて比較した。各 Section の内容は表

２に示したとおりである[8]。図３に表した

棒グラフでは、全体が調査対象とした特

許件数で、グレーでハッチングした部分

が IPCCAT と元の分類が Group レベル

で一致している件数を示している。シン

ガポールでは、Section の D~F が、また、

マレーシアでは Section D の件数が少

なく、これらを除く分野ではほぼ同じ件数

が得られた。参考のため図 1 で対象とし

た米国特許の分野別の内訳も図３に示

した。多少のばらつきはあるものの、A～

C、G、H の各分野については、４国それ

ぞれで同じような比率となっている。一方、

シンガポールで件数の少なかった E、F
の Section は、インド、マレーシアでも一

致する件数が少なくなっている。これらの

分野は出願件数が少ないこともあって、

審査官による IPC 付与に他の分野よりも

多少の揺らぎが生じていると推測され

る。 
 



 

表２ IPC の各 Section の内容  

 

セクション 内容

A 生活必需品

B 処理操作;運輸

C 化学;冶金

D 繊維;紙

E 固定構造物

F
機械工学；照明；
加熱；武器；爆破

G 物理学

H 電気   
 
 

4. 日本特許庁が付与する IPC 
IPC の正確度を検証する試みとして、

アジア諸国に出願されて、かつ日本にも

優先権主張で出願されている特許を対

象に、元の国の特許庁で付与された

IPC と日本国特許庁で付与された IPC
と を 比 較 し 、 そ の 一 致 レ ベ ル を

INFOPRO 2014で報告した[2]。その概

要 を 以 下 に 述 べ る 。 イ ン ド で は 、

SubClass までしか付与されていない

IPC が全体の１割ほどあり、それ以外で

は、Group レベル以上で一致しているの

が約半分である。シンガポールは IPC そ

のものが付与されていない比率が４割あ

るものの、付与されている中では８割近く

が、Group 以上の一致であった。マレー

シアも約３割が IPC の付与が無く、付与

されたうち７割が Group レベル以上で一

致している。3 カ国以外では対象となる

件数が減るが、インドネシアでも約２割が

IPC の付与が無く、付与されている中で

Group レベル以上一致しているのが３割

強であった。タイはほぼ全ての特許に

IPC が付与されているが、Group レベル

以上一致しているものは３割程度である。

ベトナムは優先権主張で日本に出願し

ている件数が３件しかなく、これらは

SubGroup まで一致していた。 
今回の調査では、インド、シンガポー

ル、マレーシア出願特許は、IPC の付与

があるものを前回調査時のリストから 100
件を抽出し、前章のサイトに記載の要約

を用いた。タイ、インドネシア、ベトナム 
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図３ インド、シンガポール、マレーシアの内国人に

よる出願を対象とし、各国特許庁の付与した IPC と、

IPCCAT に要約を入力して得られた IPC との比較に

おいて、Group レベルで一致した件数（グレー）とそれ

以外の件数の比較 



 

についても、各国特許庁のサイト[9-11]
から原語表記の要約を機械翻訳[12]し
て IPCCAT に入力した。各国特許庁付

与の IPC と IPCCAT の分類の一致レベ

ルの結果を表３に示す。なお、表の最下

段の一致係数は、各レベルの一致の比

率 （ ％ ） に 重 み 付 け を し た も の ＝ 
(Group*4+Sub-Class*3+Class*2+Se
ction*1)/4 で定義し、全て Group レベ

ルで一致すると 100 となる。インドは、前

章の結果のとおり Group の一致度は低

いが、Sub-Class では一致している件数

が多く、その結果一致係数が高くなって

いる。また、前章で一致の悪かったマレ

ーシアで一致度が高くなっている。両者

の相違は対象特許の母集団が内国人に

よる自国出願か日本に優先権主張出願

の相違である。内容を見ると、日本に出

願 し て い る 特 許 に は 一 致 度 が 低 い

Section-F がほとんど含まれておらず、こ

れにより一致度が高くなっていると考えら

れる。タイ(TH)、インドネシア(ID)、ベト

ナム(VN)に関しては件数が少ないので

断定はさけるべきであるが、他の 3 カ国

に比べると一致度は下がる。翻訳による

揺らぎも原因のひとつと思われる。 
表 3 は IPCCAT による分類を各国特

許庁が付与した IPC と比較したものであ

るが、日本の特許庁が付与した IPC との

一致の度合いも一致係数として求め、両

者を比較した。結果を図４に示した。国

により差があるものの、いずれも日本の

特許庁が付与した IPC の方が、自国の

特 許 庁 が 付 与 し た IPC に 比 べ て

IPCCAT の分類に近くなっている。 
 
5. まとめ 

IPCCAT で要約を入力することにより

その特許の IPC 候補を提示することが

でき、アジア諸国の特許庁が付与する

IPC と比較した結果、以下のことがわか

った。 
 (1) 英語の要約の記載があるシンガポ

ール、マレーシア、インドの３カ国で一致

の度合いを比較すると、上記の順で高く

なっている。ただし、分野によっては一致

の度合いの低い Section もある。 
 (2) 日本に優先権出願した特許で、日

本国特許庁が付与した IPC と自国特許 
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図 4 日本に優先権出願した特許の IPCCAT によ

る分類との一致係数の比較 
各国特許庁が付与した IPC（上段）と日本国特許

庁が付与した IPC（下段） 
＊印は機械翻訳を用いた 

表3　各国特許庁付与のIPCとIPCCATによるIPCの比較

一致レベル IN SG MY TH ID VN

Group 59 66 80 16 1 1

Sub-Class 25 12 8 8 0 1

Class 4 3 5 3 1 0

Section 5 12 3 7 2 1

不一致 7 7 4 10 1 0

計 100 100 100 44 5 3

一致係数 81 80 89 57 40 67



 

庁が付与した IPCとの比較において、日

本の特許庁の方が、わずかであるが、

IPCCAT による分類に近い傾向があるこ

とがわかった。 
 
6. おわりに 

本報告はアジア特許情報研究会の

2016 年度活動を報告するものであり、

研究会の皆様には情報の提供および指

導を頂きました。ここにあらためて御礼申

し上げます。 
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